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１．一般会計の予算規模

１１１１

①①①① 平成２８年度当初予算案平成２８年度当初予算案平成２８年度当初予算案平成２８年度当初予算案 ４，９５１億１７百万円４，９５１億１７百万円４，９５１億１７百万円４，９５１億１７百万円

[ ２７年度６月補正後予算比 ＋１１６億５９百万円 ＋２．４％ ]

②②②② 平成２７年度２月補正予算案平成２７年度２月補正予算案平成２７年度２月補正予算案平成２７年度２月補正予算案（給与改定に伴う増額除き）（給与改定に伴う増額除き）（給与改定に伴う増額除き）（給与改定に伴う増額除き） ９１億３７百万円９１億３７百万円９１億３７百万円９１億３７百万円

①①①① ＋＋＋＋ ②②②② ５，０４２億５４百万円５，０４２億５４百万円５，０４２億５４百万円５，０４２億５４百万円

[ ２７年度６月補正後予算＋２６年度２月補正予算（当初提案）比

＋１２７億６９百万円 ＋２．６％ ]



２．歳入予算の概要

◆◆◆◆２８年度当初予算の主な一般財源（県税等、地方交付税、臨時財政２８年度当初予算の主な一般財源（県税等、地方交付税、臨時財政２８年度当初予算の主な一般財源（県税等、地方交付税、臨時財政２８年度当初予算の主な一般財源（県税等、地方交付税、臨時財政

対策債等の合計）は、＋６５億円の増。対策債等の合計）は、＋６５億円の増。対策債等の合計）は、＋６５億円の増。対策債等の合計）は、＋６５億円の増。

◆国庫支出金、繰入金等は減少するものの、諸収入、県債（臨時財政対◆国庫支出金、繰入金等は減少するものの、諸収入、県債（臨時財政対◆国庫支出金、繰入金等は減少するものの、諸収入、県債（臨時財政対◆国庫支出金、繰入金等は減少するものの、諸収入、県債（臨時財政対

策債を除く）策債を除く）策債を除く）策債を除く）等が増加するため、特定財源は＋５７億円の増。等が増加するため、特定財源は＋５７億円の増。等が増加するため、特定財源は＋５７億円の増。等が増加するため、特定財源は＋５７億円の増。

２２２２



県県県県 税税税税 等等等等

３３３３

地方交付税＋地方交付税＋地方交付税＋地方交付税＋

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

単位：百万円、［ ］内はＨ２７．６月補正後予算＋Ｈ２６．２月補正予算（当初提案）

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 １７８，８５０１７８，８５０１７８，８５０１７８，８５０ ［１７０，５８３］ ＋８，２６７＋８，２６７＋８，２６７＋８，２６７ ＋４．８％＋４．８％＋４．８％＋４．８％

・２８年度の県税収入は、配当割県民税が減収（△834）となるものの、法人

事業税の増収（＋2,464）や地方消費税の増収（＋3,127）等により、２７年度

予算に比べ増加する見込み。

・地方譲与税は、地方法人特別税を規模縮小し、法人事業税に復元された

こと（△1,710）により減少。

県税 １１７，０００［１１０，４００］ ＋６，６００ ＋６．０％

地方消費税清算金 ４２，４５１［ ３９，００３］ ＋３，４４８ ＋８．８％

地方譲与税 １９，３９９［ ２１，１８０］ △１，７８１ △８．４％

計 １７８，８５０[１７０，５８３] ＋８，２６７ ＋４．８％

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 １８０，８００１８０，８００１８０，８００１８０，８００ ［１８２，５７６］ △１，７７６△１，７７６△１，７７６△１，７７６ △１．０％△１．０％△１．０％△１．０％

・地方財政計画と同様、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は

２７年度より減少する見通し。

地方交付税 １５３，８００［１４８，５７６］ ＋５，２２４ ＋ ３．５％

臨時財政対策債 ２７，０００［ ３４，０００］ △７，０００ △２０．６％

計 １８０，８００[１８２，５７６] △１，７７６ △ １．０％

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 ５７，８４８５７，８４８５７，８４８５７，８４８

Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７ ２月補正２月補正２月補正２月補正 ５，２７９５，２７９５，２７９５，２７９

計計計計 ６３，１２７６３，１２７６３，１２７６３，１２７ ［６３，９５５］ △８２８△８２８△８２８△８２８ △１．３％△１．３％△１．３％△１．３％

・地方創生等にかかる国交付金は減少（△2,208）。

・ 地域住民生活等緊急支援のための交付金（△3,799）

・ 地方創生推進交付金 （＋605） ・ 地方創生加速化交付金（＋986）

・２６年度国補正予算の森林整備加速化・林業再生交付金は皆減(△787)。

・国の２７年度補正予算を最大限活用した結果、地域における医療及び介護

の総合的な確保を促進するための交付金（＋1,822）等が増加。



４４４４

繰繰繰繰 入入入入 金金金金

県県県県 債債債債

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 ６３，３３１６３，３３１６３，３３１６３，３３１

Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７ ２月補正２月補正２月補正２月補正 ３，１１０３，１１０３，１１０３，１１０

計計計計 ６６，４４１６６，４４１６６，４４１６６，４４１ ［６９，１４９］ △２，７０８△２，７０８△２，７０８△２，７０８ △３．９％△３．９％△３．９％△３．９％

・臨時財政対策債（元利償還費の全額が交付税措置）の減少（△7,000）。

・投資的経費の財源に充てる通常債の増加。・ 防災行政通信ネットワーク再整備等による緊急防災・減災事業債の増（＋4,930）・ 国補正予算を積極的に活用したことによる補正予算債の増（＋1,710） など
・県債の発行にあたっては、今後の公債費負担の軽減を図るため、極力、

交付税措置がある有利な地方債を活用。

諸諸諸諸 収収収収 入入入入

単位：百万円、［ ］内はＨ２７．６月補正後予算＋Ｈ２６．２月補正予算（当初提案）

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 １２，９０２１２，９０２１２，９０２１２，９０２ ［１５，３４０］ △２，４３８△２，４３８△２，４３８△２，４３８ △１５．９％△１５．９％△１５．９％△１５．９％

・国の補正予算等を活用した基金を財源とする事業が２７年度で一部終了した

こと等により減少。・ 地域医療再生基金（△2,108） ・ 医療施設耐震化促進基金（△1,552）・ 緊急雇用創出事業臨時特例基金（△522）
・地域医療介護総合確保基金を積極的に活用（+1,719）。

・国の産地パワーアップ事業等国庫支出金が、国関係機関を経由して県に

交付されること（＋1,446）及び受託事業収入の増（＋710）等 により増加。

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 １４，７６８１４，７６８１４，７６８１４，７６８

Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７ ２月補正２月補正２月補正２月補正 ５１５１５１５１

計計計計 １４，８１９１４，８１９１４，８１９１４，８１９ ［１１，５７３］ ＋３，２４６＋３，２４６＋３，２４６＋３，２４６ ＋２８．０％＋２８．０％＋２８．０％＋２８．０％

２８年度末県債残高見込み１０，７８７億円 （対２７年度末比 △３９億円）
うち交付税措置分 ６，８７２億円 （６３．７％）（対２７年度末比 ＋６２億円）



３．歳出予算の概要

◆◆◆◆義務的経費は、人件費等が減少したものの、公債費が増加したこと義務的経費は、人件費等が減少したものの、公債費が増加したこと義務的経費は、人件費等が減少したものの、公債費が増加したこと義務的経費は、人件費等が減少したものの、公債費が増加したこと

により、＋６億円の増。により、＋６億円の増。により、＋６億円の増。により、＋６億円の増。

◆◆◆◆投資的経費は、公共事業について「選択と集中」を徹底するとともに、投資的経費は、公共事業について「選択と集中」を徹底するとともに、投資的経費は、公共事業について「選択と集中」を徹底するとともに、投資的経費は、公共事業について「選択と集中」を徹底するとともに、

県政課題の克服に向けた主要プロジェクトを計画的に進めることとし、県政課題の克服に向けた主要プロジェクトを計画的に進めることとし、県政課題の克服に向けた主要プロジェクトを計画的に進めることとし、県政課題の克服に向けた主要プロジェクトを計画的に進めることとし、

＋９億円の増。＋９億円の増。＋９億円の増。＋９億円の増。

◆一般施策経費は◆一般施策経費は◆一般施策経費は◆一般施策経費は､､､､社会保障施策の充実等社会保障施策の充実等社会保障施策の充実等社会保障施策の充実等により、＋１１２億円により、＋１１２億円により、＋１１２億円により、＋１１２億円の増。の増。の増。の増。

５５５５



６６６６

普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

・公共事業については、県経済の活性化や県民の安全・安心の確保に資する

事業に「選択と集中」を徹底。国庫支出金の内示状況を踏まえ、補助事業

が減少し、単独事業が増加。

・ 骨格幹線道路ネットワークの整備

・ 紀伊半島アンカールートの整備促進

・ 主要なプロジェクトを計画的に推進

平城宮跡周辺の魅力向上、ホテルを核とした賑わいと交流の拠点整備、（仮称）登

大路バスターミナル、奈良公園、 農業研究開発センター、ＮＡＦＩＣを核とした賑わい

づくり、防災行政通信ネットワーク再整備 など

・ 水害、土砂災害、地震などに備え、ハード・ソフト両面からの防災・減災対策を推進

・ インフラ老朽化対策の計画的推進 など

・市町村との協働によるにぎわいのある住みよいまちづくりを推進するため、

連携協定を締結した市町村への支援を実施。

人件費人件費人件費人件費

公債費公債費公債費公債費

単位：百万円、［ ］内はＨ２７．６月補正後予算＋Ｈ２６．２月補正予算（当初提案）

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 １５０，７３２１５０，７３２１５０，７３２１５０，７３２

Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７ ２月補正２月補正２月補正２月補正 ４４４４４４４４

計計計計 １５０，７７６１５０，７７６１５０，７７６１５０，７７６ ［１５１，０２７］ △２５１△２５１△２５１△２５１ △０．２％△０．２％△０．２％△０．２％

退職手当退職手当退職手当退職手当 １６，２２６１６，２２６１６，２２６１６，２２６［ １７，２９４］ △１，０６８△１，０６８△１，０６８△１，０６８ △６．２％△６．２％△６．２％△６．２％退職手当以外退職手当以外退職手当以外退職手当以外 １３４，５５０１３４，５５０１３４，５５０１３４，５５０［１３３，７３３］ ＋＋＋＋ ８１７８１７８１７８１７ ＋０．６％＋０．６％＋０．６％＋０．６％
・給与改定等の影響により退職手当以外が増加するものの、退職手当は減少。

なお、自主的な給与抑制措置は継続。

・利子は減少（△2,433）したものの、臨時財政対策債の増等により元金が

増加（＋3,351）。

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 ８１，４７８８１，４７８８１，４７８８１，４７８ ［８０，５６０］ ＋９１８＋９１８＋９１８＋９１８ ＋１．１％＋１．１％＋１．１％＋１．１％

維持補修費維持補修費維持補修費維持補修費

・住民のニーズが高い道路の修繕や河川の除草、堆積土砂除去等を充実。

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 ３，６１１３，６１１３，６１１３，６１１ ［３，１６７］ ＋４４４＋４４４＋４４４＋４４４ ＋１４．０％＋１４．０％＋１４．０％＋１４．０％

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 ７１，２５０７１，２５０７１，２５０７１，２５０

Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７ ２月補正２月補正２月補正２月補正 ５，４８７５，４８７５，４８７５，４８７

計計計計 ７６，７３７７６，７３７７６，７３７７６，７３７ ［７６，０９４］ ＋６４３＋６４３＋６４３＋６４３ ＋０．８％＋０．８％＋０．８％＋０．８％



７７７７

補助費等補助費等補助費等補助費等

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 １３５，４０４１３５，４０４１３５，４０４１３５，４０４

Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７ ２月補正２月補正２月補正２月補正 ９７０９７０９７０９７０

計計計計 １３６，３７４１３６，３７４１３６，３７４１３６，３７４ ［１２９，４２５］ ＋６，９４９＋６，９４９＋６，９４９＋６，９４９ ＋５．４％＋５．４％＋５．４％＋５．４％

・社会保障施策の充実を図るための予算を適切に措置。

後期高齢者医療関係費（15,710）、介護給付関係費（14,610）、国民健康保険関係費

（13,104）、障害者自立支援給付関係費（5,391）、障害児通所給付費（766）、

保育所委託費負担金等（2,375）、児童手当負担金（3,295）、子ども医療費助成（946）※、
精神障害者医療費助成（361） など

※子ども医療費助成（通院分）の対象を、義務教育就学前から中学校卒業までに拡大

〔全国トップレベル〕 （263）（再掲）（入院分については、従来から中学校卒業まで助成）
・南奈良総合医療センター（４月開院）の立ち上がりを支援（532）

・私立学校教育経常費補助金（6,492）、企業立地促進補助金（900）、がん検診

個別受診勧奨・未受診再勧奨支援補助金（50）など、主要な政策課題にかか

るものは積極的に予算化。

積積積積 立立立立 金金金金

・地域における医療及び介護の総合的な確保を促進するため、国交付金を

活用して地域医療介護総合確保基金へ積立て(3,806)。

・奈良モデルの取組を推進するための財源として、市町村財政健全化貸付金

償還金等を地域振興基金へ積立て（1,240）。

貸貸貸貸 付付付付 金金金金

・病院所在市町（五條市、吉野町、大淀町）が負担する南和地域公立病院新

体制運営費（地方交付税措置分）のうち、地方交付税の交付が翌年度以降

になるものについて、南和広域医療企業団へ貸付け （506）。

・２７年度当初予算において、市町村公営企業が有する高金利地方債の繰上

償還に対する無利子貸付を実施（△1,106）。

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 ３，４０１３，４０１３，４０１３，４０１ ［４，０２１］ △６２０△６２０△６２０△６２０ △１５．４％△１５．４％△１５．４％△１５．４％

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 ７，０７６７，０７６７，０７６７，０７６

Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７ ２月補正２月補正２月補正２月補正 １，８９３１，８９３１，８９３１，８９３

計計計計 ８，９６９８，９６９８，９６９８，９６９ ［４，６４０］ ＋４，３２９＋４，３２９＋４，３２９＋４，３２９ ＋９３．３％＋９３．３％＋９３．３％＋９３．３％

単位：百万円、［ ］内はＨ２７．６月補正後予算＋Ｈ２６．２月補正予算（当初提案）

繰繰繰繰 出出出出 金金金金

・県立五條病院が閉院されることに伴い、清算に必要となる予算を病院事業

清算費特別会計へ繰出し（462）。

Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算Ｈ２８当初予算 ７，５５９７，５５９７，５５９７，５５９ ［６，５０１］ ＋１，０５８＋１，０５８＋１，０５８＋１，０５８ ＋１６．３％＋１６．３％＋１６．３％＋１６．３％



４．財政健全化に向けた主な取り組み４．財政健全化に向けた主な取り組み４．財政健全化に向けた主な取り組み４．財政健全化に向けた主な取り組み

８８８８

○県税の徴収強化

・税制調査会の運営

・ 税制調査会委員が本県にふさわしい税制について調査、研究

・ 政策目標を実現するための課税自主権の活用について検討

・課税ベースの拡大

県内に事業所等を有する未申告の県外法人に対する調査、申告指導 など

・市町村と連携した協働徴収体制の充実

・ 地方税滞納整理本部（税務課）、地方税滞納整理課（奈良、中南和県税事務所）の運営

・ 市町村と県との協働徴収体制（奈良モデル）による県税務職員の市町村派遣や直接徴収

の実施、税務職員研修の充実、特別徴収の推進

・ 県とモデル市町村が実行委員会を組織し、市町村税の滞納者に対し、電話による納付の

呼びかけを行う市町村税納税促進コールセンターをモデル的に設置

・ 川西町、三宅町、田原本町、上牧町、王寺町、広陵町及び河合町による事例研究を通じた

滞納整理等の実施（奈良モデル） など

・自動車税の徴収強化

・自動車税納税呼びかけ窓口を設置し、自主納付を呼びかけ

・給与差押予告を発送するとともに、滞納者に対して給与差押を積極的に執行

・遠隔地滞納案件の効率的な整理

遠隔地の滞納案件にかかる調査を民間委託し、滞納案件の整理を強化

・納税環境の整備等

自動車保有関係手続きのワンストップサービスの実施、 自動車税納付確認の電子化、

コンビニ収納、クレジットカード収納、マルチペイメント収納の実施

○税外収入の確保

・県有施設において、一般競争入札により自動販売機を設置

県庁舎、分庁舎、奈良総合庁舎、郡山総合庁舎外３４施設

・有料広告等の導入を推進

・ 「県民だより奈良」の裏表紙に広告枠を設定

・ 県公式ホームページにバナー広告枠を設定

・ 自動車税納付通知書発送用封筒の裏面に広告枠を設定

・ 県庁舎、橿原文化会館等に有料広告を掲示

・ 橿原公苑施設にネーミングライツパートナーを公募

・ふるさと奈良県応援寄付金の受入拡大

県政情報の発信や美術館観覧券の送付などにより、寄付者とのコミュニケーションを強化

・寄付型クラウドファンディングの活用

木育推進プロジェクトなど３事業で実施

・使用料や手数料の見直し

・ 奈良県外国人観光客交流館宿泊室使用料の新設（33百万円）

・ なら食と農の魅力創造国際大学校短期研修受講料の新設（1百万円） など



９９９９

○県有資産の有効活用

・県有資産を経営的な観点から総合的に企画・管理・活用する「ファシリティマネジ

メント」の推進

国・県・市町村が連携し、各々保有する資産の有効活用・最適利用を検討 など

・旧五條高校の跡地活用

五條市中心市街地のまちづくりを推進

・旧高田総合庁舎の跡地活用

大和高田市役所周辺のまちづくりを推進

・西の京自動車学校跡地等の県有地の活用

新奈良県総合医療センター関連施設の整備に併せ、地域特性に合わせた施設整備を推進

・県有資産の売却

・ 売却資産 【売却収入 ４３３百万円】

国際研修館、旧南紀寺職員住宅、旧橿原待機宿舎、旧久米公舎、旧果樹試験地、

旧山本公舎、旧御所教職員住宅、元矢田職員住宅跡地

・ インターネット公売の実施

・ 売却が困難と思われる物件については、民間事業者のノウハウを活用し、売却を促進

○未収金対策の強化

・民間の債権回収業者等への事務委託

・ 県営住宅使用料（退去者の滞納家賃）

・ 高校奨学金

・ 母子父子寡婦福祉資金貸付金 など

・納付しやすい環境の整備

口座振替の実施（高校奨学金等）

・弁護士等の専門家による債権管理業務の検証等

・弁護士等の専門家による研修及び個別相談の実施



１０１０１０１０

・自主的な給与抑制措置の継続

給与抑制率 知事△１０％、副知事・教育長 △５％、部長・次長級 △３％、

課長級 △２％、小規模所長級 △０．５％

○人件費の抑制

・事業の新陳代謝の促進【見直し効果額 1,485百万円】

廃止・休止 83事業

主な事業 橿原文化会館ムジークフェストなら連携コンサート事業（当初の目的を達成し、

新規事業に発展） など

その他の見直し 127事業

主な事業 ソフトウェア統合基盤の活用によるシステム運営経費の圧縮 など

・直接県民の方に関わるソフト事業について、参加者の増加や満足度向上に向け、

事業内容や周知方法等を工夫

奈良マラソン開催支援事業

寒さ対策として新たに温風機の設置及び防寒用ビニールウェアの配布 など

まってろ！ 花園開催事業

小・中学生に加え、女子の参加機会を創出 など

○既存事業の見直し

・償還時に地方交付税による財源措置のある、有利な県債を積極的に活用

〔活用例〕

・ 「緊急防災・減災事業債」を活用し、防災行政通信ネットワークを再整備

・ 「地域活性化事業債」を活用し、交通信号機のＬＥＤ化を推進

・ 「補正予算債」を活用し、道路・河川の整備を推進

・地方交付税による財源措置がなく、自前で返済が必要な県債の残高を極力抑制

○財源措置のある有利な県債の活用

・知事部局等 △２５２人（南奈良総合医療センターの設立等）

・教職員 △ １３人（児童・生徒数の減）

・警察職員 ＋ １１人（政令定数の増）

○職員定数の見直し



５．収支要調整額

１１１１１１１１

【２８年度末 財政調整基金残高の見込み】

２４３億円 （H27 ２４０億円）

（２７年度中の基金増減）

積立額 ３億円 （運用益）

収支の要調整額は２２億円収支の要調整額は２２億円収支の要調整額は２２億円収支の要調整額は２２億円

（２７年度当初予算：０億円）（２７年度当初予算：０億円）（２７年度当初予算：０億円）（２７年度当初予算：０億円）

退職手当債退職手当債退職手当債退職手当債（国においてH28～H37の10年間制度延長）の発行により調整の発行により調整の発行により調整の発行により調整

〔〔〔〔２８年度の退職手当債発行可能見込額は７２億円２８年度の退職手当債発行可能見込額は７２億円２８年度の退職手当債発行可能見込額は７２億円２８年度の退職手当債発行可能見込額は７２億円〕〕〕〕

平成28年度は、

○後期高齢者医療関係費、介護給付関係費、国民健康保険関係

費、障害者自立支援給付関係費が大幅に増加（+1,186）

○子ども医療費助成（通院分）の対象を、義務教育就学前から

中学校卒業までに拡充〔全国トップレベル〕（+263）

○４月にオープンする南奈良総合医療センターの開院関係経費

が臨時的に発生（+1,500）

など、社会保障施策の充実に向けた予算が大幅に増加(+3,994)〈平成２８年度主要プロジェクトP34,35「社会保障施策の充実」参照〉



１２１２１２１２

【参考資料】

一般会計歳入・歳出（性質別）の内訳



１３１３１３１３
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利子割県民税

法人関係税その他1,043

1,104

個人県民税
1,069
1,078

H26までは決算
額、H27は当初
予算額、H28は
当初予算案 1,170

1,328
1,259

1,107
1,050
1,026

税源移譲 （個人県民税）
地方法人特別譲
与税創設



53.6%
53.4%

54.8%
57.7%
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58.9%
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県
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推
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（H26までは決算
額、H27は2月補
正後現計予算案
、H28は当初予算
案） 県税収入額

・表示単位未満で
四捨五入してい
るため、数値の計
と合計が一致し
ない場合がある
。

臨時財政対策債等
（全額交付税措置
）
通常債（交付税措
置分）
通常債等（交付税
措置なし）

交付税未措置額／県税収入額

3.6倍
3.3倍

3.4倍
3.6倍
4.1倍
4.2倍
4.3倍
4.2倍
3.9倍
3.8倍

交付税措置あり 交付税措置なし
6,872

5,271
5,268
5,553
5,976

6,094
6,222
6,513
6,648
6,810

うち臨時財政対策債等

過去10年間で
最低水準の県
税収入額1,02
6億円

（H23)比では
3.8倍

１５１５１５１５



１６１６１６１６

82
81
98

141
180
183
186

225
240
243

305
285
302
307

333
350

392
442
452
461

387
366

400
448

513
533

578
667

692
704

0100200300400500600700800 Ｈ１９
Ｈ２０
Ｈ２１
Ｈ２２
Ｈ２３
Ｈ２４
Ｈ２５
Ｈ２６
Ｈ２７
Ｈ２８

財
政
調

整
基

金
・
県

債
管

理
基
金

の
残

高
の

推
移

財政調整基金 県債管理基金 財政調整基金
＋県債管理基
金

（億円）

（年度）

（Ｈ26までは決算
額、H27は２月補
正（当初提案）後
予算案、Ｈ28は
当初予算案）



１７１７１７１７

22.5
19.4

15.4
20.2

20.9
21.1

23.8
27.7

25.9
26.4

35.6
37.3
36.5

33.9
33.2

34.3
34.0
33.7
33.8

34.6

15.3
14.8
15.2

15.8
15.3
15.5
15.6

18.7
28.0

30.7

0.05.010.015.020.025.030.035.040.045.0 Ｈ１９
Ｈ２０
Ｈ２１
Ｈ２２
Ｈ２３
Ｈ２４
Ｈ２５
Ｈ２６
Ｈ２７
Ｈ２８

年
度

県
民
１
人
あ
た
り
法
人

２
税
・
個
人
県
民
税
・
地

方
消
費

税
の
推

移

法人２税個
人県民税地
方消費税

※
Ｈ
２
１
以

降
の

法
人

２
税

に
は
、
地
方

法
人
特

別
譲
与

税
を
含

む

（
千

円
／

人
）

（Ｈ２６までは決
算額、Ｈ２７は当
初予算額、Ｈ２８
は当初予算案）



１８１８１８１８

今後の歳入・歳出等の見通し（平成２８年度当初予算案を基に機械的に計算） （単位：億円）歳入（財調・県債基金繰入は含まず） Ａ 4,835 4,929 5,114 5,139 5,218 5,129県税・地方消費税清算金・地方譲与税 1,706 1,789 1,879 1,831 1,811 1,814地方交付税 1,486 1,538 1,518 1,573 1,593 1,542県債 677 611 636 662 709 778その他の歳入 966 991 1,081 1,073 1,105 995歳出 Ｂ 4,835 4,951 5,182 5,236 5,354 5,326人件費 1,510 1,507 1,487 1,461 1,437 1,416公債費 806 815 818 828 833 847投資的経費 745 740 902 899 1,006 973その他の歳出 1,774 1,889 1,975 2,048 2,078 2,090要調整額要調整額要調整額要調整額 Ｃ＝Ａ-ＢＣ＝Ａ-ＢＣ＝Ａ-ＢＣ＝Ａ-Ｂ 0000 ▲22▲22▲22▲22 ▲68▲68▲68▲68 ▲97▲97▲97▲97 ▲136▲136▲136▲136 ▲197▲197▲197▲197差　　　引差　　　引差　　　引差　　　引 Ｃ＋ＤＣ＋ＤＣ＋ＤＣ＋Ｄ 0000 0000 ▲68▲68▲68▲68 ▲97▲97▲97▲97 ▲136▲136▲136▲136 ▲197▲197▲197▲197県債残高 ａ 10,826 10,787 10,803 10,845 10,892 11,001うち、交付税で措置される額 ｂ 6,810 6,872 6,996 7,058 7,100 7,231うち、交付税措置以外の額 ａ－ｂ 4,015 3,914 3,807 3,787 3,792 3,770交付税措置の割合 ｂ／ａ×１００ 62.9% 63.7% 64.8% 65.1% 65.2% 65.7%※２７年度は、２７年度６月補正後予算。ただし、２７年度県債残高は、27年度２月補正予算案ベース。 【２８年度以降の試算方法】 【２８年度以降の試算方法】 【２８年度以降の試算方法】 【２８年度以降の試算方法】

３１年度 ３２年度２７年度※ ２８年度 ２９年度

特例的な県債の発行

区　　分 ３０年度

0

［歳入］　　・県税、地方消費税清算金　　　　　　　　　　　　 内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成27年1月）」の名目経済成長率（経済　　　　　　　　　　　　 再生ケース）を参考に試算　　　　　　　　　　　　 税率は平成28年の税率に基づき試算　　　　　　　　　　　　　（地方消費税は平成29年4月以降の税率引き上げを反映）　　・地方交付税　　　　 地方財政計画（総務省）を参考に試算　　　　　　　　　　　　　（まち・ひと・しごと創生事業費は平成31年度まで）　　・県債　　　　　     臨時財政対策債は、平成29年度以降は平成28年度予算案と同額(270億円)で推移　　　　　　　　　　     その他は歳出連動　　・その他の歳入　     一般財源は平成28年度同額（可能なものは個別積算）、特定財源は歳出連動［歳出］　　・人件費（給与費）　教職員数は児童・生徒数の推計から試算、その他の職員数は平成28年度同数　　　　　　　　　　　　退職手当は個別推計　　・公債費　　　　　　既発債の公債費に今後の県債発行に伴う公債費を加算　　・投資的経費　　　　災害関連は個別積算　　　　　　　　　　　　その他は平成28年度同額（可能なものは個別積算）　　・その他の歳出　　　可能なものは個別積算（社会保障関係経費は厚生労働省発表（平成24年3月）の「社会　　　　　　　　　　　　保障に係る費用の将来推計」を参考に推計）　　　　　　　　　　　　その他は平成28年度同額

Ｄ 0 22 0 0 0財政調整基金、県債管理基金取り崩し
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